
Word 経常利益
　業務純益を含む業務内、業務外の通常発生する収益から、
その収益を得るために発生する費用を差し引いたものです。
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資金運用収益 経常利益

925
当期純利益

収益と費用 （単位：百万円）

経
費

当期純利益
　経常利益に突発的な収益や費用（特別利益・特別
損失）を加減し、法人税等を控除したものです。

事業の概況
事業方針
　当金庫は、基本理念「地域に役立つ信用金庫」を実践し、地域経済の活性
化と持続的な発展に貢献するため、令和5年度を計画初年度とする中期経
営計画「創造、そして未来へ」（令和5年度～令和7年度）をスタートさせ、
「持続可能な地域経済社会」の実現に向けて、「成長力」「収益力」「健全
性」の3つの観点に立脚した基本戦略に取り組んでまいりました。
　計画最終年度となる令和7年度には、物価高の長期化や国内金利の上昇
等によって地域やお客さまを取り巻く環境が大きく変化する中、従来から講
じてきた諸施策の延長に留まらず、地域課題の解決に主体的に関与する信
用金庫への進化を目指し、顧客本位の営業活動の深化や地域との関係性強
化、組織力の向上、業務効率化やデジタル化の推進等を重点施策として取り
組んでまいりました。主な取り組み実績は次のとおりです。
（１）成長力
・業務部コンサルティングチーム内に「融資統括マネージャー」を配置
し、本部と営業店が連携してお取引先企業への経営改善支援、事業承
継支援等に重点的に取り組む体制を構築しました。
・少子高齢化や若年層の地域外流出による事業承継の困難化が進展し
ていることから、当地域の基幹産業である建設業を対象とした「事業
承継セミナー」を開催しました。
・お取引先企業が抱えるデジタル化課題の導出や解決を当金庫の専門
職員（ITコーディネータ資格保持者）がお手伝いする「はちしん業務管
理支援サービス」を強化するとともに、お取引先企業の業務効率化を
後押しするため、DX支援サービス「しんきん法人ポータル『ケイエー
ル』」の取り扱いを開始しました。
・お客さまの幅広い資産運用ニーズにお応えするため、投資信託の取扱
商品を拡充するとともに、外部専門家による資産運用セミナーを開催
しました。
・若年層の地域外流出が深刻化する中、採用者数増加に向けた取り組み
として、多面的な採用活動を展開するとともに、初任給の引き上げを
実施しました。
・創業100周年記念事業の一環である本部・本店新築工事について、か
ねてより工事を進めてきた新本部棟が竣工し、本年2月より業務を開
始しました。

（２）収益力
・短期プライムレートの引き上げや国債を主軸とした有価証券ポート
フォリオの構築によって資金運用収益の拡大に努めました。
・WEBローンの積極的な推進によって個人ローンの増強に努めました。
・窓口支援システムの設置店舗を拡大し、お客さまの利便性向上と事務
の効率化を図りました。

（３）健全性
・ディスクロージャー誌の構成等を見直し、適切な情報開示に努めました。
・マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策に係るITシステムの有
効性検証を実施し、管理態勢の維持・高度化に努めました。

事業実績
■預金積金　
　預金積金は、期末残高126,403百万円と前期比1,632百万円の減少とな
りました。各種キャンペーン預金の積極的な推進によって個人預金は増加し
たものの、地公体預金が減少しました。
■貸出金　
　貸出金は、お取引先企業への切れ目ない資金供給や個人ローンの積極的
な推進等に取り組んだものの、資金需要の低迷によって期末残高31,595百
万円と前期比452百万円の減少となりました。

損益の状況
　収益面では、貸出金利息および預け金利息、有価証券利息配当金ともに
前期比で増加したことによって、資金運用収益は前期比508百万円増加の
2,728百万円となりました。また、預かり資産業務への注力によって役務取
引等収益は前期比13百万円増加の162百万円となるとともに、国債等債券
売却益302百万円の確保等によってその他業務収益は前期比9百万円増加

の322百万円となり、経常収益は前期比541百万円増加の3,225百万円と
なりました。
　費用面では、預金金利の引き上げによって資金調達費用が前期比166百
万円増加の267百万円となったことに加え、本部・本店新築工事等に伴い経
費が前期比30百万円増加の1,424百万円となったこと等によって経常費用
は前期比7百万円増加の1,905百万円となりました。
　これらの結果、経常利益は、前期比534百万円増加の1,320百万円、当期
純利益は前期比497百万円増加の925百万円となりました。

当金庫の対処すべき課題
　当金庫では、令和8年度を計画初年度とする第4次中期経営計画「共創～
地域とともに創る未来～」（令和8年度～令和10年度）を策定しました。計
画では、「成長力」「収益力」「健全性」の3つの観点に立脚した基本戦略の
実施に加え、これまでに認識した当金庫が対処すべき課題とその対応策に、
経営環境の変化に適切に対応するための諸施策を組み入れて取り組んでい
くこととしております。当金庫では、この第4次中期経営計画への取り組み
を通じて、これからも地域経済の活性化と持続的発展に貢献し続けていく
ことを目指してまいります。
　計画における主な経営環境の変化と当金庫が対処すべき課題、課題への
対応策は次のとおりです。
（１）社会・政治・経済の環境変化
・国内金利上昇への対応
　 国内政策金利の引き上げや財政悪化懸念を背景として国内金利が
上昇傾向にあり、お取引先企業の資金調達コスト増加が懸念されると
ともに、個人のお客さまにおいてはこれまで以上に資産運用ニーズが
高まっております。当金庫では、お取引先企業の金利上昇に対する影
響を最小限に留めるため、財務コンサルティング機能の発揮に努める
とともに、魅力ある預金商品の提供とお客さまの多様なニーズに対応
した運用商品の拡充に向けて取り組むこととしております。
・国際金融市場の混乱に対する対応
　トランプ政権による相互関税政策や中東情勢の悪化をはじめとした
地政学リスクの高まりによって国際金融市場のボラティリティが上昇傾
向にあります。当金庫では、日本国債を主軸とした有価証券ポートフォ
リオの再構築に努めるとともに、機動的な有価証券運用の強化に努め
ることとしております。

（２）金融機関等の動向
・預金獲得競争激化への対応
　 国内金利が上昇局面を迎える中、ネット銀行の台頭等によって預金
の獲得競争が激化しつつあります。当金庫では、魅力的な預金商品の
提供に努めるとともに、積極的な預金の推進活動を展開することとし
ております。
・マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策への対応
　 金融犯罪への対応は国際社会がともに取り組まなくてはならない課
題であり、その対策の重要性はこれまで以上に高まっています。当金庫
では、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与対策の有効性検証を
通じて、リスク管理態勢の維持・強化に努めることとしております。

（３）当地域社会の変化
・人口減少・少子高齢化の急速な進展への対応
　当地域においては、少子高齢化の進展によって急速な人口減少が予
想されており、とくに若年層（15歳未満）や生産年齢層（15歳以上65
歳未満）については大幅な減少が想定されています。当金庫では、広告
媒体の多角化や若年層を対象としたイベントの開催等を通じてお取引
先の裾野拡大に向けた取り組みを展開していくこととしております。
・事業所数減少への対応
　 当地域においては、経営者の高齢化や後継者難等を背景として事業
所数が減少傾向にあり、地域経済の縮小が懸念される状況にありま
す。当金庫では、創業者への積極的な創業支援や外部機関と連携した
事業承継支援に取り組むことによって、地域内の事業所数減少を最小
限に留めることとしております。
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業務純益　　経常利益　　当期純利益

（注）当金庫の会員資格は、当金庫の事業地区内にお住まいの方、転
居を予定されている方、お勤めの方、事業所をお持ちの方およ
びその事業所の役員の方となっております。
ただし、法人の場合は従業員が300人以下または資本金が9億
円以下の事業者に限られます。

業務純益
　金融機関の基本的な業務に係る利益を示すもので
あり、いわゆる本業による利益です。具体的には業務
粗利益（資金運用収支・役務取引等収支・その他の業
務収支の合計）から、業務遂行に必要とされる費用、
つまり「経費(除く臨時経費)」を控除したものです。
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